
直前2箇年分を作成すること。

任意様式で可

納税証明書（写）　　国税

法人税又は所得税及び消費税　※1

納税証明書（写）　都道府県税

事業税及び都道府県民税　　※1

納税証明書（写）　市区町村税

事業税及び市区町村民税　　※1

※1 納税証明書（未納のない証明書）は申請日現在証明書交付日が3ヶ月以内のものを提出すること。

経営規模等評価結果通知書・
総合評定値通知書（写）

審査基準日から1年7箇月を経過していないも
の　　　（最新のもの）

4 工事経歴書

5 　直前1年間の未納が無いことの証明

6

7

　直前1年間の未納が無いことの証明

　直前1年間の未納が無いことの証明

提出書類確認表【工事】

備考書類名 書類説明番号

1 提出書類確認表 提出書類の確認に使用すること。

2 建設業許可通知書(証明書)の写し
国又は都道府県からの通知書（証明書）
の写し

3


